
（平成２２年３月２５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 12 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 7 件

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



宮城国民年金 事案 1089 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年４月から 56 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立人の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年４月から 56 年４月まで 

    私は、町及び親からの勧めもあり、親を介して国民年金に加入し保険

料を納付しており、申立期間のみ保険料の納付記録が無いのは不自然で

あり納得できない。 

申立期間を納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のオンライン記録をみると、海外に在住していた期間を含め申立

期間以外の国民年金加入期間はすべて保険料が納付済みとなっており、申

立人の加入手続及び保険料の納付を行っていたという申立人の父も未納期

間は無く、保険料の納付意識が高かったと考えられ、申立期間が 13 か月

と比較的短期間であることからも、申立期間の保険料が未納となっている

のは不自然である。 

また、Ａ町の国民年金被保険者名簿(紙名簿)及びオンライン記録によれ

ば、昭和 55 年４月１日に被保険者資格を喪失し 56 年５月２日に再取得す

るまでは国民年金未加入期間として取り扱われているが、申立期間当時は

他の公的年金に加入していないことから、強制被保険者と考えられる申立

人が被保険者資格を喪失する理由が判然としない上、同町の同名簿にも被

保険者資格の喪失理由が記載されていない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城厚生年金 事案 1260 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格取得日に係る記録を平成４年７月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を 50 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成４年７月１日から同年８月１日まで 

私は平成３年７月から 21 年４月までＢ社（申立期間中の社名は、Ａ

社）に勤務していた。当初は国民年金に加入していたが、４年７月から

厚生年金保険に変わった。オンライン記録では厚生年金保険の加入期間

が同年８月からになっているが、給与支払明細書を提出するので申立期

間を加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及び給与支払明細書により、申立人はＡ社に申立期間に

おいて継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、給与支払明細書の厚生年金

保険料控除額から 50 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、Ｂ社の事業主は、「旧Ａ社の事務担当者が在籍しておらず、書

類も引き継いでいないため不明である。」としており、このほかに確認で

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

   また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



宮城厚生年金 事案 1261 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失

日に係る記録を昭和 60 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

17 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60 年７月 31 日から同年８月１日まで 

    Ａ社に昭和 42 年から現在まで継続して勤務しているので、空白があ

ること自体がおかしい。60 年７月分について、厚生年金保険の加入期

間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社が保管する履歴書及び給与明細表により、申

立人は同社に継続して勤務し（昭和 60 年８月１日にＡ社Ｂ工場から同社

Ｃ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細表の厚生年金保険

料控除額から、17 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は不明としているが、事業主が保管している健

康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書における申立人の資格喪

失日が昭和 60 年７月 31 日と記載されていることから、事業主が同日を資

格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係

る同年７月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 1262 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 44 年８月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を２万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 44 年５月 31 日から同年８月１日まで 

    Ａ社に入社勤務し、その後、会社の分社化により設立されたＣ社に出

向となった。同一職種内容で継続して勤務していたので、申立期間を厚

生年金保険の加入期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管する従業員名簿及び雇用保険の加入記録から判断すると、申

立人は、申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（昭和 44 年８月１

日にＡ社からＣ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る昭和 44 年４月

の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 6,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としているが、当該事業所で申立人と同時にＣ社

に異動した同僚４人についても、申立人と同様に被保険者期間が欠落して

いるところ、申立人を含む５人の資格喪失日を昭和 44 年８月１日と届け

出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年５月 31 日と誤って記

録することは考え難いことから、事業主は同年５月 31 日を資格喪失日と

して届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年５月から同年７



月までの保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 1265 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 55 年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を９万 8,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年１月 31 日から同年２月１日まで 

    昭和 54 年 10 月 21 日から 55 年１月 31 日まで勤務したＡ社の厚生年

金保険加入期間について照会したところ、資格喪失日が同年１月 31 日

になっているとの回答をもらった。 

Ａ社には昭和 55 年１月 31 日まで勤務しており、保管している給与明

細書によると、同年１月分の厚生年金保険料が控除されているので、申

立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された労働契約書及び長期契約者アルバイト賃金支給明

細書によると、申立人が昭和 54 年 10 月 21 日から 55 年１月 31 日までＡ

社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

54 年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から９万 8,000 円とすること

が妥当である。 

   なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を事業主が納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明としているが、厚生年金保険

の記録における資格喪失日が雇用保険の記録における離職日の翌日となっ

ており、離職日は同じであることから公共職業安定所及び社会保険事務所



の双方が誤って記録したとは考え難く、事業主が昭和 55 年１月 31 日を資

格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年１

月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立

期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 1268 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認められることから、申立期間①のＡ社本社におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 43 年５月 20 日に、申立期間②の同社Ｂ営

業所における資格喪失日に係る記録を同年８月２日に訂正し、申立期間①

及び②の標準報酬月額を、同年４月は２万 8,000 円、同年７月を３万

3,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①及び②の厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立期間③のＡ社本社における厚生年金保険被保険者資格喪失日

は昭和 46 年４月 22 日と認められることから、申立人の資格喪失日に係る

記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年４月２日から同年５月 20 日まで 

             ② 昭和 43 年７月 30 日から同年８月２日まで 

             ③ 昭和 46 年４月１日から同年４月 22 日まで 

    Ａ社に、正社員として昭和 41 年４月 16 日から平成 20 年８月 31 日ま

で勤務した。 

社会保険事務所(当時)の回答によると、申立期間は加入記録が無いが、

休職、転職、退職等は一度も無く、その間給与はすべて受給しており厚

生年金保険料も控除されていた。 

申立期間について、給与から厚生年金保険料を控除されていたことを

示す給料支払明細書があるので、この期間を厚生年金保険被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、並びに申立人が提出した給料支払明細書、社員名

簿及び辞令により、申立人は、申立てに係るグループ会社に継続して勤務



し、（昭和 43 年５月 20 日にＡ社本社から同社Ｂ営業所に異動、同年８月

２日に同社Ｂ営業所から同社本社に異動）、申立期間①及び②に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

なお、申立人に係る資格喪失日については、申立期間①は、Ａ社Ｂ営業

所が昭和 43 年５月 20 日に厚生年金保険の新規適用事業所となっており、

申立人の被保険者資格は、本来、同日まで同社本社において引き続き有す

べきものであることから、同社本社における資格喪失日を同日とし、申立

期間②は、同社Ｂ営業所の給料支払明細書において同年７月分の厚生年金

保険料の控除が確認できることから、同社Ｂ営業所における資格喪失日を

同年８月２日とすることが必要である。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社本社に

おける昭和 43 年３月のオンライン記録及び給料支払明細書の厚生年金保

険料控除額から２万 8,000 円、申立期間②の標準報酬月額については、申

立人に係る同社Ｂ営業所における同年６月のオンライン記録及び給料支払

明細書の厚生年金保険料控除額から３万 3,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立期間①及び②について、事業主が申立人に係る保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、Ａ社本社及び同社Ｂ営業所は、不

明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

申立期間③については、雇用保険の加入記録、申立人が提出した給料支

払明細書、社員名簿及び辞令により、申立人は、昭和 46 年４月１日にＡ

社本社からＣ社に異動していることが確認できるが、Ｃ社は同年４月 22

日に厚生年金保険の新規適用事業所となっており、申立人の被保険者資格

は、本来、同日までＡ社本社において引き続き有すべきものであることか

ら、申立人の同社本社における被保険者資格の喪失日を同年４月 22 日に

訂正することが妥当である。 



宮城国民年金 事案 1085 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 40 年３月までの期間及び 46 年５月の国民

年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 40 年３月まで 

             ② 昭和 46 年５月 

私は、申立期間当時、自宅に集金に来ていた町内会の方に、毎月、国

民年金保険料を納付していたので、未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号

は、昭和 40 年５月７日に夫婦連番で払い出されており、この時点におい

て、申立期間①の一部は時効により納付できない期間であり、ほかに別の

手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立期間①のうち過年度納付が可能な期間についても過年度納付

した事情は見当たらない上、申立人の夫も同期間における保険料は未納と

なっている。 

さらに、申立人が所持する昭和 43 年３月９日に発行された国民年金手

帳によると、申立期間②の 46 年５月の検認記録欄に検認印が無いことが

確認できる上、Ａ市の国民年金被保険者名簿（紙名簿）でも未納となって

いることが確認できる。 

加えて、申立人は自宅に集金に来ていた町内会の集金人に、毎月、国民

年金保険料を納付していたとしているが、Ａ市の国民年金被保険者名簿

（紙名簿）の納付組織欄には該当する納付組織の記載は無い上、当時の町

内会長等関係者も既に亡くなっていることから、当時の納付状況等につい

て確認することができず不明である。 

このほか、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたこ



とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国

民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1086 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年 11 月から同年 12 月までの期間、49 年８月から同年

10 月までの期間、51 年 12 月から 52 年２月までの期間、55 年 12 月から

57 年９月までの期間及び 58 年８月から 61 年３月までの期間の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年 11 月から同年 12 月まで 

② 昭和 49 年８月から同年 10 月まで 

③ 昭和 51 年 12 月から 52 年２月まで 

④ 昭和 55 年 12 月から 57 年９月まで 

⑤ 昭和 58 年８月から 61 年３月まで 

    船から降りて船員保険の資格を喪失する度に、私の母が国民年金の加

入手続をしてくれて、両親の国民年金保険料と一緒に私の保険料も納付

してくれていたと聞いている。 

母は、Ａ市Ｂ支所で保険料を納付したと述べており、申立期間が納付

した記録となっていないのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録及びＡ市の国民年金被保険者名簿（電子データ）によれ

ば、申立人が初めて国民年金の被保険者資格を取得したのは、昭和 61 年

４月１日となっており、それより前に資格を取得したことをうかがわせる

事情も見当たらないことから、申立期間は未加入期間のため、納付書の発

行及び納付勧奨は行われなかったものと考えられる。 

また、申立人が、国民年金の加入手続や保険料の納付を行ってくれてい

たと主張する母親から聴取するも「何も覚えていない。」と述べており、

必ずしも記憶が明確ではない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し



ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1087 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54 年２月から同年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年２月から同年８月まで 

国民の義務である税金等の納付は一度も怠ったことは無く、国民年金

についてもすべて納付している。申立期間については、毎月市役所で納

付書により納付していたので調査をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市の国民年金被保険者名簿（電子データ）によると、昭和 51 年６月

２日（平成 10 年１月 12 日に喪失年月日を昭和 51 年６月１日に記録訂

正）の資格喪失後は、国民年金の加入記録が無いことから、申立期間は未

加入期間のため納付書は発行されなかったものと考えられる。 

また、申立人が所持する年金手帳の「被保険者でなくなった日」欄にも

昭和 51 年６月２日と記載されており、オンライン記録及びＡ市の国民年

金被保険者名簿（電子データ）と一致している。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1088 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年９月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年９月から 50 年３月まで 

私が二十歳になったときに父が国民年金の加入手続をし、保険料も納

付してくれた。昭和 50 年４月から就職し、共済組合に加入したときも、

父は国民年金保険料の納付を継続していたので、二重に納付した分の保

険料の返金を受けたが、それ以前の期間も納付していたはずなので調査

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市の実家で見付かった同市が昭和 50 年 12 月１日に発行し

た申立期間に係る国民年金保険料納付書を所持しており、それは領収印が

無く３枚綴りで未使用の状態のものであることから、申立期間の保険料は

納付されなかったものと考えられる。 

また、申立人は、昭和 56 年６月２日にＢ市において国民年金の再加入

手続をする際にＡ市が発行した国民年金保険料納付状況証明書を所持して

おり、同証明書によると、申立期間は未納となっている。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1090 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年３月から 47 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 42 年３月から 47 年９月まで 

    社会保険庁（当時）の記録によれば、昭和 42 年３月から 47 年９月ま

での期間の記録は国民年金に未加入とされているが、いつの時期か記憶

は定かではないが「今まで納付していない人がまとめて納付できる最後

の機会である。」ということで、保険料額を計算してもらい役所で納め

たので、申立期間を保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している年金手帳及びＡ市の国民年金被保険者名簿によれ

ば、申立人は昭和 42 年３月 25 日に国民年金の被保険者資格を喪失してお

り、申立人が申立期間において国民年金に加入していたとする記録は無い。 

また、申立期間である５年７か月分の保険料をまとめて納付するには特

例納付が考えられるが、当該期間については配偶者が共済組合加入者であ

ることから任意加入期間となるため特例納付対象者とはなり得ず、申立人

が主張するように未納分を 遡
さかのぼ

って納付することは制度上できない。 

さらに、申立人は納付時期や納付金額等について記憶していない上、申

立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、国民年金保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1263 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険の年金任意継続被保険者として

船員保険料を納付していたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

  住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年４月８日から 39 年４月１日まで 

昭和 38 年４月、Ａ社（現在は、Ｂ社）を退社し、すぐに大学に入学

したが、その際船員保険の年金任意継続被保険者の手続をし、申立期間

の保険料を納付した。 

申立期間の船員保険の年金任意継続被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、年金任意継続被保険者の申請について、当初は、「自分が年

金任意継続被保険者の手続をしたので会社の方でも分からなかったと思

う。」としているが、その後「会社から用紙をもらい、会社を通じて行っ

たかもしれない。」とも述べており、保険料の納付金額は覚えていないと

している。 

   また、Ｂ社では、Ａ社は申立期間について「船員保険の年金任意継続被

保険者の届出に関する事務は行っていない。」と回答しており、Ａ社の船

員保険被保険者台帳には、申立人の資格喪失年月日が昭和 38 年４月８日

と記載されているが、年金任意継続被保険者であった形跡は見当たらない。 

さらに、オンライン記録及びＡ社の船員保険被保険者名簿に申立人の年

金任意継続被保険者であった形跡は見当たらない。 

このほか、申立期間の船員保険料を納付していたことをうかがわせる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険の年金任意継続被保険者として申立期間に係る船員保険

料を納付していたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1264 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11 年１月１日から同年５月１日まで 

    社会保険事務所（当時）の記録によると、私のＡ社に係る厚生年金保

険の資格喪失日が平成 11 年１月１日となっている。 

しかし、私は平成７年 10 月にＡ社に入社し、11 年１月初めに同社の

手形が不渡りとなってからも、取締役として勤務を続け、同年４月 30

日の臨時社員総会での取締役辞任により同社を退職したものである。 

Ａ社における資格喪失日を平成 11 年１月１日とする記録は誤りであ

るので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の閉鎖登記簿謄本、臨時社員総会議事録等の記載内容及び当時の当

該事業所の関係者等の証言から、申立人が申立期間に当該事業所において

取締役として勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人は申立期間に給与を支給された覚えが無いとしている。 

また、申立人は、平成 11 年１月１日に厚生年金保険及び政府管掌健康

保険の被保険者資格を喪失し、同日付で国民年金に加入し、国民健康保険

の被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、当該事業所は平成 15 年 11 月 27 日に厚生年金保険の適用事業

所ではなくなっており、当時の当該事業所の関係者等から聴取しても、当

時の状況及び厚生年金保険の加入、保険料控除についての証言を得ること

はできなかった。 

このほか、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除された事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1266 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年７月 15 日から 35 年９月 15 日まで 

    私は、職業安定所の紹介でＡ社に昭和 32 年入社した。 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の期間照会したところ、当該

事業所の被保険者期間が昭和 32 年３月１日から同年７月 15 日までの４

か月間となっていたが、35 年９月まで勤めていたはずである。 

Ａ社の工場は夜遅くまで操業して騒音を出すため、昭和 35 年６月に

Ｂ市Ｃ地区から現在の同市Ｄ地区に移転したことを覚えている。 

仕事の受注先や内容は変わっておらず、当時の取引先であったＥ社Ｆ

工場の旅行会で一緒に撮った写真を提出するので、申立期間に係る厚生

年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の証言から申立人がＡ社に勤務していたことは推認できるが、勤務

期間を特定するまでの証言を得ることはできなかった。 

また、当該事業所は、当時の人事記録等の資料を保管しておらず、申立

人の申立期間における厚生年金保険の控除について確認できる関連資料は

見当たらないとしている。 

さらに、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳の当該事業所における

資格喪失日は昭和 32 年７月 15 日と記載されており、オンライン記録と一

致している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1267 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 57 年４月１日から 58 年４月１日まで 

昭和 57 年４月１日に、それまで勤めていたＡ事業所がＢ法人Ｃ事業

所となり、Ａ事業所の職員は私を含め全員が採用された。申立期間、私

は産前産後の休暇と育児休職を取得していたが、厚生年金保険料は給与

から控除されていたはずである。 

当時の同僚に問い合わせたところ、当該事業所での資格取得日は昭和

57 年４月１日となっているとのことであった。自分に申立期間の厚生

年金保険記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ法人が提出した人事記録により、申立人が昭和 57 年４月１日にＣ事

業所に採用されたことが確認できる。 

しかし、申立人は、申立期間のうち昭和 57 年４月１日から同年７月ま

では産前産後の休暇、同年７月から 58 年３月 31 日までは育児休職を取得

したと述べているところ、上記法人が提出した 57 年９月 30 日まで適用さ

れたＣ事業所の就業規則によれば、産前産後の休暇期間及び休職期間中の

賃金は支給しないと定めてあり、同法人がＤ県の監査に際し提出した役・

職員給与に関する資料によれば、申立人の昭和 57 年度の基本給は０円で

あることが確認できる上、同法人の庶務担当理事は「産前産後の休暇期間

中は健康保険から出産手当金が出るとのことで当時の就業規則により賃金

は支給しなかった。また、休職期間中の賃金は現在でも支給していない。

給料が出ていなかったので保険料は控除していない。」と証言している。 

また、申立人のＡ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票によれば、

申立人は申立期間において当該事業所の健康保険任意継続被保険者である



ことが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1269 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年５月１日から同年６月１日まで 

    私は、昭和 62 年５月１日に設立されたＡ社に職業安定所の紹介で入

社したが、社会保険事務所（当時）の記録では同年６月１日が厚生年金

保険の資格取得日となっている。 

当該事業所では、経理・総務の事務担当で給与計算をしており、給与

から保険料を控除していたので、厚生年金保険の資格取得日を昭和 62

年５月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及び当時の申立人の上司・同僚の証言から、申立人が申

立期間においてＡ社に勤務していたことは確認できる。 

しかし、当該上司は、「Ａ社は昭和 62 年５月１日に設立され、従業員

募集と設備の設置等の準備期間を経て同年６月１日から営業を開始した。

社会保険の手続も同年６月１日で行っており、自分の資格取得日も同日で

ある。」と証言している。 

また、オンライン記録によると、当該事業所は、昭和 62 年６月１日に

厚生年金保険の適用事業所となっており、上司及び同僚は、同年５月１日

から当該事業所で働いていたとしているところ、申立人を含む６人が同年

６月１日付けで被保険者資格を取得していることが確認できる。 

   このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1270 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33 年９月 10 日から同年 11 月４日まで 

    厚生年金保険の加入期間について社会保険事務所（当時）に照会した

ところ、最初に乗船した船舶Ａの昭和 33 年９月 10 日から同年 11 月４

日までの加入記録が無かった。 

船員手帳には、申立期間に船舶Ａに乗船したことが記載されており、

船員保険は給与から引かれていたと思う。当時、船長だったＢ氏に誘わ

れて、船舶Ａに乗船することにした記憶もあるので、申立期間について

船員保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が氏名を挙げた船長及び同僚二人は、船員保険の加入記録が確認

できないため連絡先が分からず、当時の状況等の証言を得ることができな

い。 

また、船舶所有者の船員保険被保険者名簿において、申立期間に申立人、

当該船長及び同僚二人の氏名は見当たらず、被保険者証記号番号に欠番も

無い上、昭和 33 年８月から 34 年１月までの期間に被保険者資格を取得し

ている者は一人もいないことから、申立人の申立期間に係る勤務の実態を

確認することができない。 

さらに、船舶所有者の所在も分からないことから、当時の状況を確認す

ることができない。 

   このほか、申立期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除され

たことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1271 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47 年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

私は、Ａ社Ｂ営業所に勤務していたが、結婚することが決まり、昭和

47 年９月末日で退職した。同年９月 30 日は土曜日で勤務日であったた

めその日まで出勤し、10 月に入ってからもパートの形で残務整理を行

ったが、社会保険の資格は喪失したため、同年 10 月１日で国民年金に

加入し、同年 10 月分から国民年金保険料を納付した。 

しかし、年金加入記録を確認したところ、厚生年金保険の資格喪失日

が昭和 47 年９月 30 日となっていることが分かった。同年９月 30 日ま

で勤務し、同年９月分の厚生年金保険料を給与から控除されたことは事

実なので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書

の写しによれば、申立人の資格喪失日が昭和 47 年９月 30 日であることが

確認でき、同通知書の備考欄には「９/29 退職」との記載があり、オンラ

イン記録と一致している。 

   また、健康保険厚生年金保険被保険者原票においても、資格喪失年月日

は上記通知書と同じ日付が記載されており、不自然な訂正等は見受けられ

ない。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無

い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


